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　In　this　paper，　a　technique　to　enhance　the　hydropower　potential　by　increasing　the　base　flow　of　the

rivers　along　which　hydro　power　station（s）is／are　constructed　is　proposed．　First，　the　real　situation　at　present

time　of　the　energy　gain　by　hydropower　stations　is　examined　using　the　data　of　annual　report　and　the

possibility　or　actuality　of　enhancement　of　hydropower　is　discussed．　It　has　been　shown　that　the　total

capacity　of　the　existing　hydro　power殆cilities　in　Japan　is　about　47　million　kW　while　the　actually

generated　is　only　about　10　million　kW　in　average，　which　implies　the　necessity　to　increase　the　base　now

of　the　river．　Then，　the　technique　to　increase　the　base　flow　utilizing　the　seepage　of　rain　water　into　the

soil　befbre　flowing　into　the　rivers　is　discussed．　The　key　point　ofthis　technique　is　the　upward　seepage　in

unsaturated　soil　without　losing　the　pe㎜eabilit弘The　pre角rable　sites　are　discussed倉om　the　viewpoint　of

the　stability　ofthe　ground．　Finally，　a　rough　estimate　is　given　fbr　the　increase　ofthe　base　river　now．
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1．はじめに

　2011年3．月11日に東北地方の大地震と津波による福島

第一原子力発電所の事故は，日本のエネルギー供給を逼

迫させ，またエネルギー政策の抜本的転換を迫っている．

　被災した原子力炉は10カ月以上たった今でも予断を許

さない状況にあり，また周辺地域の土地利用が長期にわ

たり大きな制約を受け，被災した原発周辺地域の住民は

長年住み慣れた場を追われ，生計と生活の両面で厳しい

状態に置かれている．この状況において，原子力発電所

の運転再開を求める声があるが，国民の世論の大半は多

少の我慢をしても安全を求める方に傾いている．また，

原発には使用済み燃料の保管の問題の他に，技術そのも

のの不完全さと共に原子力政策や行政・事業実施におけ

る安全対策に対する厳しい指摘がある1》2励ことも事実で

ある．さらに，ヨーロッパの金融不安の波及が懸念され

る中で，多額の国債を抱える上に東日本大震災復興賊原，

高齢化社会の進行に伴う社会保障費の増加が目に見えて

おり，日本の財政事晴は大変厳しいものがある．

　この状況において，コンパクト・低コスト，即実行可

能で安全かつ効果的で，将来に禍根を残さないエネル

ギー源の確保が切望されている．エネルギー供給に実績

がある水力発電に関していえば，大規模なダムや発電所

の新規建設は環境保全の面から実現性が低く，既存の施

設の効率的な活用が求められる．また，地表に降った雨

水の大半は有効利用されずに洪水として海に流出する．

　本研究では，エネルギー需給に関する資料を分析する

とともに，前報つに引き続いて雨水の一部をいったん地

中に貯留し，これを浸透流として河川に戻すことにより，

河川の基底流量を底上げし，以って水力発電の増強を図

る技術を提案する．そして，地盤安定およ麻1」水の観点

から適地を提示するとともに，今後の実施に向けて検討

すべき事項について述べる．

2．電力事業と水力エネルギーの位置づけ

　ここで電力の事情について，文献5）の記述を引用し，

若干これを補足しつつ述べる．
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表一1発電源別総発電量（電力事業＋自家用）の

（単位：百万kWh）

11970　11980　11990　12000　12007　12008
水力 80，090 92，092 95，835 96，817 84，234 83，504

火力 274，782 401，967 557，423 669，177 841，289 798，930

原子力 4，581 82，591 202，272 322，050 263，832 258，128

地熱 85 871 1，741 3，348 3，044 2，750

風力
一 一 一 109 2，614 2，942

総計1359，5381577，5211857，27111，091，50111，195，01311，146，254

表一2発電源別総発電量（年間平均）

（単位：百万kW）

11970　11980　11990　12000　12007　12008
水力 9．1 10．5 10．9 11．1 9．6 9．5

火力 31．4 45．9 63．6 76．4 96．0 91．2

原子力 0．5 9．4 23．1 36．8 30．1 29．5

地熱 0．0 0．1 0．2 0．4 0．3 0．3

風力
一 一 一

0．0 0．3 0．3

総計1　　41．Ol　　65．gl　　g7．gl　124．61　136．41　130．9
（表一1より単位時間平均値を算出）

表一3発電源別総発電量シェアの

（単位：％）

11970　11980　11990　12000　12007　12008
水力 22．3 15．9 11．2 8．9 7．0 7．3

火力 76．4 69．6 65．0 61．3 70．4 69．7

原子力 1．3 14．3 23．6 29．5 22．1 22．5

地熱 0．02 0．15 0．20 0．31 0．25 0．24

風力
一 一 一

0．01 0．22 0．26

表一4発電源別発電設備容量の

（単位：百万kW）

11970　11980　11990　12000　12007　12008
水力 20．0 29．8 37．8 46．3 47．6 47．9

火力 46．9 98．1 125．0 166．6 176．4 179．3

原子力 1．3 15．7 31．6 45．2 49．5 47．9

地熱
一

0．2 0．3 0．5 0．5 0．5

風力
一 一 一

0．1 1．5 1．8

総計1　　68．31　143．71　194．71　258．81　275．61　277．5

　電力は，産業活動や日常生活を支える不可欠なエネル

ギーである．そして，離島を含む国内すべての地域に安

定して電力を供給するため，戦後は地域ごとに設立され

た電力各社が，管轄地域内の電力の安定供給を義務付け

られる一方で，電気事業の地域独占を認められてきた．

電力はその殆どを貯蔵することができず，このため電力

会社は夏の電力需要ピークにも対応可能な安定供給のた

めの発電設備を保持している．したがって発電設備は余

力を持たざるを得ず，電気事業は高コスト体質となる．

一方，日本は特に発電用燃料の殆どを輸入に頼るため諸

外国に比べて電力料金が割高であるが，電気事業の独占

体質が高コスト体質の原因ともなっている．このため，

競争原理を導入して電力料金を引き下げるべきであると

の指摘がなされるようになった．

　これを受けて，1995年度から工場等における自家発電

電力のうち余剰分を電力会社に販売する卸電力制度が，

そして2000年度からは大口需要（特定規模需要）に対す

る電力小売り自由化された．新規事業者による販売電力

量は2008年度で特定規模需要の約2．5％にすぎないが，

1994～2007年の間に電力料金は約2割低下しており，競

争原理導入による効果がみられる．

　次に，発電源別の総発電量をみてみる．表一1および図

一1は，会計年度の発電源別総発電量の推移を示す．表一2

は表一1の数値を365×24で除して求めた発電源別総発電
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力の各年の平均値を示す．表一3および図一2は，表一1およ

び図一1の結果をシェアで示している．そして，表一4およ

び図一3は，発生源別発電設備容量の各年の値を示す．こ

れらのデータは電力事業者以外が事業所内などで消費す

る電力を自らが発電する自家用電力を含み，1995年度ま

では1発電所500kW以上，1996年度以降は1000kW以上の

ものを含んでいる．したがって，一般家庭等での小規模

発電は含まれていない．また，1970年度分は沖縄県が除

かれている．

　それによると，総発電量は1970年度の約3600億kWhか

ら2000年度の約1兆kWhまで増加している．その増加分

は火力と原子力の増加で賄われていることが分かる．こ

の間水力は800～900億kWhとほぼ一定値で推移している．

また，高度成長期には中東からの安価な石油を用いた石

油火力が中心であったが，1970年代の2度にわたる石油

危機のため石油依存からの脱脚が図られ，天然ガスや

石炭火力への移行や原子力発電の導入，新エネルギーの

開発が進められた．原子力発電は年々伸びて1998年度に

は総発電量の約32％に達したが，近年は相次ぐトラブル，

地震の直撃による休止その後の点検などで発電量が落ち

込んでいる．

　前記のように，自家用及び新規参入による電力はまだ

まだ少なく，小規模発電が各地で開発されている水力発

電は今後伸びる要素が多分にある．また，表一2と表一4か

ら，水力発電の最近年の実績平均約1000万kWは設備容

量約4700万kWの高々20％程度であり，既存水力発電施

設の発電量の増強が極めて有効であることが明らかであ

る．水力発電では河川の流水を利用するが，雨として陸

上に降り注ぐ水は，その大部分が洪水として海にそのま

ま流出し，有効利用される水は降水全体のごく一部であ

る．そして日本の多くの河川で河状係数が軒並み3ケタ

の高水準嚇鋤を示している，雨水が河川に出てくる前

に地中に貯留できれば河川基底流量の大幅な増強が見込

まれる．これが本研究の中心課題である．
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多孔パイプ

3．雨水地中貯留の技術提案

出水時水位
（1）構成と原理

　前述のように，雨として陸上に降り注ぐ水は，その大

部分が洪水として海にそのまま流出し，有効利用される

水は降水全体のごく一部である．これは，雨水の地中貯

留の役割を担うべき不飽和土への浸透が起こり難いこと

が大きく関係している．不飽和土壌の上に雨として降っ

た雨が浸透しようとすると，土壌中の空気が雨水の浸透

を妨げるのである．具体的には，不飽和土中で上から下

へと向かう水とその下方の土壌中の空気（気体）とが土

壌の間隙において置き換えられることが必要であるが，

噺鹸

枯川部分掘削方式

図一4　浸透施設の構成と原理

＼　　掘込

下向き浸透における半固定状態の土粒子の骨格の間隙で

はこの置換えが起こり難いのである．

　この状況を克服するには不飽和土中の上向き浸透を利
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用することが有効である．図一4に示すように，流路の側

岸の，平時には水面上にあり出水時に水面下となる位置

から有孔パイプを流路側方の地中に埋設し，出水時に流

路水位の水頭を利用して不飽和土中に上向き浸透して水

を貯留する．図中の流路は降雨時に水みちとなる筋ある

いは枯川部分を適宜掘削して形成した例であるが，その

他にも種々の形態がありうる．

　この方式では，パイプの有孔部より上方の土中間隙に

存在する空気は，パイプからその水頭をもって排出され

た水により心太（ところてん）式に上方へと押され，地

表から大気中へと放出される．この場合，下向き浸透と

は異なり，目詰まりは起こらず，これとは逆に噴砂に見

られるように土粒子間の空隙の膨張により有効透水係数

を増加することが期待される．また，この方法は浸透流

の動力源であるピエゾ水頭（圧力水頭）の面でもふつう

の降雨時の地表面からの浸透に比べて遥かに有利である．

ふつうの降雨時の地表面からの浸透の場合，圧力水頭は

表面流の水深でふつうの区域で数cm程度，水みち部分

で数10cm程度であるが，この方式では1m以上の水頭を

容易に与えることができる．このことからも水貯留量を

大きくとることで有利である．

（2）実施上の課題と条件

　この技術を実施する上で第一の条件は，地盤の安定問

題で，実施地点の両側で水を含んだ土壌を支える安定な

地盤が存在することである．これにより崩壊や流動を避

けることができる．その意味で，地表形状が凸でないこ

とが条件となる．これを満足する地形として，盆地，カ

ルデラなどが挙げられる．カルスト地形のドリーネは天

然で実質的にこの機能・作用を実現している．また，急

勾配から緩勾配へと変化する地点は，土石流・土砂混入

流として流動する土砂が堆積を起こすほど安定であり，

したがってその近くにより低い土地へと続く傾斜がない

限り可能であろう．力学的には，上流からの土砂流を受

動土圧でもって受け止め，土砂を堆積させていると解釈

できる．このような場所として，谷出口，扇状地の扇頂

部，山地・山麓境界などが挙げられる．例えば，河川沿

いに存在する平坦な農耕地や休耕地などの緑地内の山と

の境界近くは地盤麦定面の問題が少なく，ここで地中に

加圧浸透させると貯留された水は時間をかけて地中を

通って河川に流入する仕組みが容易にできる．このよう

な平坦な場所で本川に流入する支川を図一4の流路（掘削

部分）とすれば，本川の水位上昇継続時間が長いことを

利用して本提案技術の効果を発揮しやすい．

　第二の条件は，水力発電の要請から，地中貯留された

水が高レ粒置エネルギーを持っていることである．した

がって，標高が高いことが条件となる．

　以上より，標高の高レ位置にある盆地，谷出口，扇状
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地，山地・山麓境界，カルデラ，台地などが適地である．

そしてその下流に既存の水力発電所や小水力発電開発予

定地があり，小河川や降雨時の水みちで，周囲に原野や

休耕地があることが条件となる．

　日本地図を参考に適地と思われる盆地等を北から順に

独断を交えて比較的広い土地をリストアップすると，名

寄盆地，上川盆地、富良野盆地，横手盆地，三本木原台

地，北上盆地，山形盆地，米沢盆地，郡山盆地，会津盆

地，十日町盆地，六日町盆地，那須野原台地，沼田盆地，

長野盆地，上田盆地，松本盆地，甲府盆地，伊那盆地，

高山盆地，大野盆地，琵琶湖周辺，上野盆地，亀岡盆地，

福知山盆地，篠山盆地，津山盆地，勝山盆地，吉備高原，

三次盆地，石見高原，日田盆地，阿蘇カルデラ，人吉盆

地，都城盆地などとなる．

　発電以外の利水では瀬戸内などの少雨地域の土地で有

効である．また，石狩，仙台，関東，濃尾，徳島，筑後

など広大な平野に適用すると治水に対して一定の効果が

期待される．

（3）平時流量増大の概略評価方法

　本提案の方法による平時の流量増大の評価は詳細な浸

透流解析を必要とするが，ここでは概略評価を示す．平

時の流量増大△g（㎡／s）の概略評価は，一連降雨の雨量を

R（㎜），それによる帯水層厚増加岨m），帯水層の空隙

率瓦帯水区域∠（㎞12），当該地点の流域面積オβ（m2），流

出継続時間7（day）に対して，

R（㎜）／1000×オβ（m2）〉勉H（m）オ（㎞2）（1）

の条件で次のように与えられる．

△9（㎡／s）二鯉（m）×オ（106m2）／T（24×3600s）

　　　　ニ11．5ノ込1ノ（m）×オ（km2）／2［（day）　　　（2）

例えば，λニ04，△θニ1（m），オニ1（㎞2），7ニ50（日）と

すると，△gニ0ρ92（㎡／s）となる．

　将来的には現地実験と組み合わせた浸透流解析により

流出継続時間7と流量増加△gを種々のケースで見積もっ

ておき，その結果を予定地点の見積もりに使うことが有

効であろう．

　前掲式でλ△H×オとして与えられる貯水量は，掘削成

形した流路内の水位，有孔パイプの管径，土層厚，土粒

子径を考慮した浸透流解析により見積もることが必要で

ある．今後はこの浸透流解析を通して定量評価を行なう．

4．結語

　以上，本研究では効果的な雨水の地中貯留を通して水

力発電の増強を図る技術を提案した．まず，雨水の大半

は有効利用されることなく海に流出する現状を指摘し，
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次に日本の電力事情の概要を調べ，水力発電は合計約

4700万kWの設備容量を持ちながら年間平均の発生電力

はその約20％の約1000万kWに過ぎないことを確認した．

　次いで，不飽和土中の上向き浸透を利用する雨水地中

貯留により河川流量を平準化する方法を提案し，その合

理性として，透水係数を大きくとることができること，

および浸透流の動力源である圧力水頭を地表面流に比べ

て格段に大きくとることができることを述べた．また，

地盤安定の面から，適地の地形として，凹状の地形，具

体的に標高の高い盆地，谷出口などを挙げた．そして，

平常時流量増加量評価にむけて今後の取組について述べ

た．

　この技術は，発電による収益増加を通して地域の活性

化を促す要素を多分に持ち，近年問題になっている中山

間地のコミュニティ崩壊の歯止めに一定の役割を果たす

ことが期待される．また，瀬戸内地域など渇水で頻繁な

節水・取水制限を余儀なくされる地域の水資源確保で有

意義と理解している．この他，治水においても一定の効

果を発揮すると考える．

　最後に，クリーンエネルギーのあるべき姿について一

言述べる．2011年の東日本震災を機に新エネルギーとし

て太陽光発電を拡大して電力を賄おうとする動きがある．

これには多くの緑地への設置も視野に入っている．しか

しながら，当然の理として緑地は水源酒養や第一一次産業

の生産現場，あるいは遊水池などとして確保すべきで，

このような土地まで透水性の低い基礎を必要とする太陽

光発電に利用することは，国土保全上望ましい姿では

ない．また，太陽光発電は，単純計算で単価が高いこと

の他に，大量の器材の耐用年数経過後の処理，強風時の

飛来物やパネルに付着する塵芥の対策が不十分と見られ

る．したがって，太陽光発電は日陰を作ることにより

人々が恩恵を被る場所に特化すべきであろう．
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